
予算要求資料
平成30年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：総務管理費　目：会計管理費　　　
	事業名　電子調達システム移行費（任意）


　（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出納事務局　出納管理課　用度係　
電話番号：058-272-1111（内3223）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11113@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　 34,597千円（前年度予算額：0千円）
※債務負担行為限度額： 194,000千円（H31～H35）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	34,597
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	34,597

	決定額
	34,597
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	34,597


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　文書管理・電子調達システムは、平成16年度に稼働を開始し、平成26年度からは、県のシステム共通基盤に移行して運用している。
現行システム運用契約が平成30年度で終了するため、次期システム（現行システムを継続利用）の構築・移行が必要となる。
また、機能改善要望に対応するため、移行と併せて機能改修を行う。
（２）事業内容

　県のシステム共通基盤（平成30年度再構築、平成31年度稼働開始）に移行したうえで運用する。
（３）県負担・補助率の考え方

　県　10/10（県のシステムであるため）
（４）類似事業の有無

　各都道府県
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	
	

	役務費
	
	

	委託料
	33,749
	文書管理・電子調達システム移行・改修、運用、ＳＷ／ＨＷ保守

	工事請負費
	
	

	補助金
	
	

	その他
	848
	ＳＷ／ＨＷリース

	合計
	34,597
	


	　決定額の考え方　





４　参考事項
（全体事業費）
	
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34
	H35
	合計

	システム移行・改修
	60,903
(33,142)
	
	
	
	
	
	60,903
(33,142)

	システム運用
	
	64,633
(35,172)
	64,633

(35,172)
	64,633

(35,172)
	64,633

(35,172)
	64,633

(35,172)
	323,165
(175,860)

	HW/SW
リース
	1,559
(848)
	3,741

(2,036)
	3,741

(2,036)
	3,741

(2,036)
	3,741

(2,036)
	3,741

(2,036)
	20,264
(11,028)

	HW/SW 

保守
	1,116

(607)
	2,676

(1,456)
	2,676

(1,456)
	2,676

(1,456)
	2,676

(1,456)
	2,676

(1,456)
	14,496

(7,887)

	SW
再リース
	
	53
(29)
	53
(29)
	53
(29)
	53
(29)
	53
(29)
	265
(145)

	合計
	63,578
(34,597)
	71,103

(38,693)
	71,103

(38,693)
	71,103

(38,693)
	71,103

(38,693)
	71,103

(38,693)
	419,093
(228,062)


　　　　　　　　　　　　　　（）内は出納管理課分（他は法務・情報公開課分）
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・平成30年度に次期システムへの移行を行い、平成35年度までシステムを安定して稼働させる。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前年度末時点)
	目　標
（各年）
	達成率


	可用性
	（H  ）
	100%
（H  ）
	100%
（H  ）
	100%
（H28）
	99%/年

	100％


	障害復旧時間非遵守件数
	（H　）
	0件
（H　）
	0件
（H　）
	0件
（H28）
	3件以下
/年
	100％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

（1） 利用状況（年間総数）
利用者数（事業者）3,094者、落札件数　18,864件

（2） サービスレベル遵守状況
可用性、障害復旧時間非遵守率いずれも違反なし。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

（1） サービスレベルに違反項目はなく、安定稼働している。
（2） システム移行時に改修を行い、職員の調達業務がより効率的になることが見込まれる。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	・文書管理システムの運用により、約1,300万件に及ぶ公文書を取扱い、人事給与・総合財務会計各システム決裁済み文書情報の保存を実施している。
・電子調達システムの運用により、約2万件に及ぶ調達案件の見積から落札までの処理を実施している。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	現行契約においては、システムが安定的に稼働（サービスレベルはすべて達成）し、職員の事務に支障がなかった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	制度変更や要望等を受け、随時改修等を検討し、システムの利便性向上を図っている。


（今後の課題）

	岐阜県ＩＣＴ最適化取組方針や今後の県政の状況を踏まえ、次々期のシステムの在り方を検討する必要がある。



（次年度の方向性）
	・引き続き、システムの安定稼働を目指す。

・県政の情勢等により、システムの在り方を検討する。


財政課で記載します。








